
資料１



１ コミュニティ・スクールとは

〇「学校運営協議会」を
設置している学校
※「学校運営協議会」

学校の運営に関して、保護者

や地域住民が参加して協議する
機関

〇保護者や地域の方が
学校運営に参画する
仕組み（ツール）
・承認
・意見を述べる

・課題解決

（熟議・協働・マネージメント）
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○校長が作成する学校運営の基本方針を承認する。

○学校運営について、教育委員会または校長に意見

を述べることができる。

○教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める

事項について、教育委員会に意見を述べることが

できる。

コミュニティ・スクールの３つの権限

※ 学校運営の責任者は校長であり、学校運営協議会が学校運営を
決定・実施するものではない。
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コミュニティ・スクールを機能させるためのポイント

みんなでよく話し合う

同じ目標に向かって、
それぞれができるこ
とを考え、ともに活動
する

校長を中心に、人を
つなぎ、組織の力を
引き出す

4



学校と地域との連携の経緯

開かれた学校
・ 地域の教育力を学校に活用

・ 学校の教育力を地域社会のために活用

・ 家庭・地域住民との連携

地域とともにある学校
・ 地域との連携・協働

・ 家庭・地域住民の学校経営・運営への参画

地域住民の学校運営への参画の仕組みの

制度的な位置づけ
望まれる学校の姿

学校評議員制度（Ｈ１2）

地域は学校の「サポーター」

コミュニティ・スクール（Ｈ１６）
（学校運営協議会制度）

地域と学校は「パートナー」

5



コミュニティ・スクールの導入状況（令和3年５月１日現在）

・ 愛知県は、全国と比較すると導入率が低い。

・ 県内の中核市は一宮市だけが導入している。

自治体 小・中学校

自治体数 割合 校数 割合 校種 校数 割合

全国

（私立も含む）

1,041自治体 57% 10,390校 35%

小学校 7,051校 36%

中学校 3,339校 33%

愛知県

（公立のみ）

１５自治体

（12市2町1村）

28% 216校 15%

小学校 146校 15%

中学校 70校 16%

※割合は少数第1位を四捨五入
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コミュニティ・スクールを導入したら・・・

コミュニティ・スクール導入前の声
・学校評議員制度や類似の制度がある。
・地域との連携はうまく行われている。
・すでに保護者や地域の意見が反映されている。

コミュニティ・スクール導入後の声
・地域が学校の応援団であることがよくわかり、
「連携」が言葉だけでないことを感じる。
・お互いの情報を、よりしっかり共有するようになった。
・地域が、これまで以上に学校に協力的になるとともに、
連携した取り組みが組織的に行えるようになった。
・地域に根ざした特色ある学校づくりが進んだ。

コミュニティ・
スクールって
必要なの？

導入してみたら

こんなよいことが！
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コミュニティ・スクールの効果

【導入前】
・ 地域素材を活用していたが、
毎年同じような教材、内容、

授業展開なりがち。

⇒授業のパターン化
受け身の学び

・ 当該学年での目ざす子ども
像や身につけさせたい力を

設定

⇒短期的な視点での目標
設定

CASE１ ：社会に開かれた教育課程による学びの充実 （山口県萩市）

【導入後】
・ 「子どもありき」の授業展開
・ 地域の「人・もの・こと」を洗い

出し、授業で活用

⇒学びの充実
主体的な学び

・ キャリア教育の視点で9年間
の教育課程の見直し

⇒ 「地域の未来を創る人材
の育成」
※長期的な視点

コミュニティ・

スクール

「学校・地域連携
カリキュラム」を、
教職員・子ども・

保護者・地域住民
が、一緒に開発
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【導入前】
・ これまでの活動の
継続＋新たな活動

・スクラップがない

⇒活動ありき
・ 勤務時間超過の
常態化

⇒「子どものため」
「あたりまえ」

・ 授業後の会議等

（多い・時間が長い）

⇒効率性の意識が
希薄

CASE２ 子どもと向き合う時間の確保 （岡山県浅口市）

【導入後】

コミュニティ・
スクール

・業務の棚卸し

・教育活動の再整理と
内容の見直し
（継続・充実・廃止・縮小等）

・保護者や地域の共通
理解と信頼関係のも
と活動

・役割分担や地域の
サポー ト

地域や家庭が、一緒

に考え、行動してく

ださるので、積極的

な改善が可能

困ったとき

に地域に気

軽に相談で

きるので、

ありがたい

教師に体と心のゆ

とりがうまれ、子

どもと向き合う時

間や授業に力を入

れるための時間が

増えた
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【導入前】
・ 補導件数の多さ
生徒の問題行動が

課題

⇒生徒指導の問題

・学校と地域の関係性
に弱さがある

⇒「生徒のことは学
校で」という意識

CASE３ ： 生徒指導上の課題解決 （福岡県春日市）

【導入後】
コミュニティ・
スクール

・学校の困りごと、
目ざすこと、方策
等を議論
⇒学校の本気度が
伝わる

・保護者や地域、
教員、警察が連携
⇒パトロール等開始

・生徒が地域行事等
に参加できる仕組
みの確立
⇒生徒の自己肯定
感・有用感

中学時代に地域で

行っていた活動が、

すべて今の自分につ

ながっている。

今度は、自分が地域

の人の側にたち、小

中学校の子どもと活

動していきたい

【卒業生】

地域にお世話になって

いるので、そのお返し

をしたい 【生徒】
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【導入前】
・学校の目ざす方
向や育てたい子

ども像の理解は、
教職員のみ

⇒学校まかせ

・学校の要望に

応じて協力

⇒「依頼する・依
頼される」の
関係で地域
や家庭は、
受け身

CASE４：学校・家庭・地域の取り組みの明確化と当事者意識の醸成（北海道浦幌町）

【導入後】

コミュニティ

スクール
・アクションプラン
を作成

・役割の
「見える化」

・保護者や地域
に幅広く周知

自分たちで決めるので、目的意
識をもち、自分事として主体的に
取り組む姿勢が見られるように
なる

目ざす方向性や
互いの取り組み
の共有・連携によ

り、教育活動の効
果が上がる

11



１ 持続可能な学校支援の体制づくりができる

２ なぜ、今、豊橋市でコミュニティ・スクールなのか

２ 教職員の意識改革につながる
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３．行事や活動のよりよい改善・改革ができる

４．課題の解決・目標の実現につながる
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〇課題の解決や教育の充実のために何ができるのかを

考え、それぞれが、できることに取り組んでいけるよう、

情報共有と熟議（話し合い）を大切にする。

〇ＰＤＣ Ａを意識 ⇒ 「活動ありき」ではない。

目標・ビジョンの共有、振り返りを大切にする。

〇地域教育ボランティアは継続し、学校支援や地域貢献活動は引き

続き充実を図る。

取り組みを充実させるために
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学校運営協議会

情報共有・熟議・評価
ともに考え、活動する

自治会 見守り隊 子ども会

PTA ママの会 おやじの会

校区市民館 民生委員 健全育成会

地域ボランティア

のびるんdeスクール トヨッキースクール

学 校
（コミュニティ・スクール）

地域教育ボランティア
・地域の学校支援ボランティア

・学校の地域貢献活動

放課後や休日等の活動
・のびるんdeスクール

・トヨッキースクール

地域やPTAとの連携行事・催し
・地域や自治会主催の行事

・ＰＴＡ・保護者等の主催事業

連携・協力

地 域（組織・団体・人）

地域学校協働活動

「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働活動」の体制

コミュニティ・スクール導入校は、「地域教育ボランティア」を

単独で位置づけるのではなく、コミュニティ・スクールにおける
「地域学校協働活動」の一つとして位置づける。
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豊橋市の地域学校協働活動の今
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地域とともに実践・行動 理解や支援の広がり
・相互理解や活動を、より多くの人に広げていく（学校運営協議会委員にとどまらない）

・学校の課題の解決につながる協働活動の充実

学校運営協議会を開催する（まずやってみる）
・学校運営の基本方針について承認を得る

・学校の実情に応じてテーマを決めて熟議を行う ・活動する⇒振り返る

豊橋市のコミュニティ・スクールの目ざす姿

導
入
期

発
展
期

充
実
期

子どもの育成（持続可能な社会の創り手の育成」）が、未来の地域づくりにつながる

熟議の充実（目的に応じた形態・内容） 信頼関係の深まり
・ 学校の敷居を下げる。必要な情報を地域に示す⇒信頼関係を深める

・ これまでの取り組みを見直す⇒活動の意味づけ、継続・発展・廃止など

・ 地域の「人・もの・こと」をみんなが活用できる体制づくり（教職員の異動に左右されない）
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■ 導入の前年度は準備期間とし、各学校で組織づくりを進める

市立全小学校への導入スケジュール
 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

学

校

数 

準備校１６校 準備校１２校 

実施校１６校 

準備校２４校 

実施校２８校 

実施校 

５２校 

（準備）各ブロック１校 

＋希望校 

（準備）各中学校区で１校以上 

（実施）各ブロック 1 校以上 

（準備）未導入校 

（実施）各中学校区１校以上 

（実施） 

全小学校 
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【資料】学校評議員制度とコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

学校評議員制度 学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）

目

的
開かれた学校づくりを推進するために、保護者や地域住民等の意見を

反映し、その協力を得るとともに、学校としての説明責任を果たす。

保護者や地域住民が一定の権限と責任をもって学校運営に参画することにより、

ニーズを学校運営に反映させたり、学校と連携して問題の解決にあたったりする。

設

置
任意設置 努力義務

※豊橋市は学校運営協議会制度を導入した学校から廃止 ※豊橋市は小学校全校に制度を導入

位

置

づ

け

校長が、必要に応じて保護者や地域の方々の意見を聞くための制度。

個人としての意見を求めるもの。実際の運営上は学校評議員が一同に

会して意見を交換しあう機会を設ける場合もある。

学校運営について、教育委員会の下部組織として、一定範囲で法的な効果をも

つ意思決定を行う合議制の機関である。

法

令
「学校教育法施行規則」第49条 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第47条の５

平成12年4月1日施行 平成16年9月9日施行 平成29年4月1日(一部改正)

要

件
当該学校の職員以外の者で、教育に関する理解及び識見を有する者 地域の住民、保護者、学校の運営に資する活動を行う者

その他教育委員会が必要と認める者

任

命
校長が推薦し、設置者が委嘱 教育委員会が任命

※委員の身分は、非常勤特別職の地方公務員

主
な
内
容

学校評議員は、校長の求めに応じて学校運営に関する意見を述べる

学校評議員に意見を求める事項は校長が判断する

以下の具体的な権限を有する

①学校の運営に関する基本的な方針について承認する。

②学校の運営に関して教育委員会または校長に対し、意見を述べることができる

③教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会に

意見を述べることができる
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